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１【提出理由】

　当社は、平成24年５月21日開催の当社取締役会において、平成24年６月27日開催予定の当社定時株主総会における発行可能株

式総数の増加等に関する承認可決等を条件として、第三者割当による募集株式（Ａ種優先株式及びＢ種優先株式。以下Ａ種優

先株式及びＢ種優先株式をあわせて「本優先株式」といいます。）の発行（以下「本優先株式発行」といいます。）を決議い

たしましたので、金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び第２項第２号

の規定に基づき、本臨時報告書を提出するものであります。

 

２【報告内容】

１．有価証券の種類及び銘柄

(1）Ａ種優先株式

東京電力株式会社Ａ種優先株式（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）

　なお、Ａ種優先株式の特質は、以下のとおりであります。

①　Ａ種優先株式には、普通株式を対価とする取得請求権が付与されております。Ａ種優先株式の取得請求権の対価として

交付される普通株式の数は、一定の期間における普通株式の株価を基準として修正されるため、普通株式の株価の下落

により、当該取得請求権の対価として交付される普通株式の数は増加する場合があります。

②　Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、取得請求に係るＡ種優先株式の数にＡ種優先株式１株当た

りの払込金額相当額（但し、Ａ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類する事由が

あった場合には、適切に調整されます。）を乗じて得られる額を、下記で定める取得価額で除して得られる数とします。

なお、取得請求に係るＡ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の合計数に１株に満たない端数があるときは、

これを切り捨てるものとし、会社法第167条第３項に従い金銭を交付します。

　取得価額は、当初200円とし、Ａ種優先株式の払込金額の払込が行われた日の翌日以降、取得請求日における時価の90％

に修正されます（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）（以下本(1)においてかかる修正

後の取得価額を「修正後取得価額」という。）。

　取得請求日における時価は、取得請求日の直前の５連続取引日（以下本(1)において「取得価額算定期間」という。）

の株式会社東京証券取引所における普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数

を除く。また、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とします。但し、Ａ種

優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」といいます。）及び当社が請求対象である普通株式の売出しのために金

融商品取引業者又は登録金融機関との間で金融商品取引法に規定する元引受契約を締結した場合（Ａ種優先株主及び

当社が当該普通株式の外国における売出しのために外国証券業者との間で金融商品取引法に規定する元引受契約に類

する契約を締結した場合を含む。）、当該元引受契約を締結した旨を当社が公表した日の翌日から当該売出しの受渡日

の前日までの間にＡ種優先株主が普通株式を対価とする取得請求をしたときは、取得価額算定期間は、当社が当該売出

しを決定した旨を公表した日に先立つ120取引日目に始まる連続する20取引日とします。

　上記の詳細は、後記５．(1)④をご参照下さい。

③　修正後取得価額は300円を上限とし、下限を30円とします。

　上記の詳細は、後記５．(1)④をご参照下さい。

④　当社の決定によるＡ種優先株式の全部の取得を可能とする旨の条件はありません。

⑤　Ａ種優先株主は、Ａ種優先株式の払込金額の払込が行われた日以降いつでも、法令に従い、当社に対して、下記に定める

数のＢ種優先株式の交付と引換えに、その有するＡ種優先株式の全部又は一部を取得することを請求することができる

ものとし、当社は、当該取得請求に係るＡ種優先株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、Ｂ種優

先株式を、当該Ａ種優先株主に対して交付します。

　Ａ種優先株式の取得と引換えに交付するＢ種優先株式の数は、Ｂ種優先株式対価取得請求に係るＡ種優先株式の数に

0.1を乗じて得られる数とします。なお、Ｂ種優先株式対価取得請求に係るＡ種優先株式の取得と引換えに交付するＢ種

優先株式の合計数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、会社法第167条第３項に従い金銭を

交付します。

⑥　Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有します。
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(2）Ｂ種優先株式

東京電力株式会社Ｂ種優先株式（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）

　なお、Ｂ種優先株式の特質は、以下のとおりであります。

①　Ｂ種優先株式には、普通株式を対価とする取得請求権が付与されております。Ｂ種優先株式の取得請求権の対価として

交付される普通株式の数は、一定の期間における普通株式の株価を基準として修正されるため、普通株式の株価の下落

により、当該取得請求権の対価として交付される普通株式の数は増加する場合があります。

②　Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、取得請求に係るＢ種優先株式の数にＢ種優先株式１株当た

りの払込金額相当額（但し、Ｂ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類する事由が

あった場合には、適切に調整されます。）を乗じて得られる額を、下記で定める取得価額で除して得られる数とします。

なお、取得請求に係るＢ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の合計数に１株に満たない端数があるときは、

これを切り捨てるものとし、会社法第167条第３項に従い金銭を交付します。

　取得価額は、当初200円とし、Ｂ種優先株式の払込金額の払込が行われた日の翌日以降、取得請求日における時価の90％

に修正されます（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）（以下本(2)においてかかる修正

後の取得価額を「修正後取得価額」という。）。

　取得請求日における時価は、取得請求日の直前の５連続取引日（以下本(2)において「取得価額算定期間」という。）

の株式会社東京証券取引所における普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数

を除く。また、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とします。但し、Ｂ種

優先株式を有する株主（以下「Ｂ種優先株主」といいます。）及び当社が請求対象である普通株式の売出しのために金

融商品取引業者又は登録金融機関との間で金融商品取引法に規定する元引受契約を締結した場合（Ｂ種優先株主及び

当社が当該普通株式の外国における売出しのために外国証券業者との間で金融商品取引法に規定する元引受契約に類

する契約を締結した場合を含む。）、当該元引受契約を締結した旨を当社が公表した日の翌日から当該売出しの受渡日

の前日までの間にＢ種優先株主が普通株式を対価とする取得請求をしたときは、取得価額算定期間は、当社が当該売出

しを決定した旨を公表した日に先立つ120取引日目に始まる連続する20取引日とします。

　上記の詳細は、後記５．(2)④をご参照下さい。

③　修正後取得価額は300円を上限とし、下限を30円とします。

　上記の詳細は、後記５．(2)④をご参照下さい。

④　当社の決定によるＢ種優先株式の全部の取得を可能とする旨の条件はありません。

⑤　Ｂ種優先株主は、Ｂ種優先株式の払込金額の払込が行われた日以降いつでも、法令に従い、当社に対して、下記に定める

数のＡ種優先株式の交付と引換えに、その有するＢ種優先株式の全部又は一部を取得することを請求することができる

ものとし、当社は、当該取得請求に係るＢ種優先株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、Ａ種優

先株式を、当該Ｂ種優先株主に対して交付します。

　Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付するＡ種優先株式の数は、Ａ種優先株式対価取得請求に係るＢ種優先株式の数に

10を乗じて得られる数とします。

⑥　Ｂ種優先株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において議決権を有しません。

 

２．発行数（募集株式数）

Ａ種優先株式　1,600,000,000株

Ｂ種優先株式　340,000,000株

 

３．発行価格（払込金額）及び資本組入額

(1）Ａ種優先株式

発行価格（払込金額）　１株につき200円

資本組入額　　　　　　１株につき100円
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(2）Ｂ種優先株式

発行価格（払込金額）　１株につき2,000円

資本組入額　　　　　　１株につき1,000円

 

４．発行価額の総額及び資本組入額の総額

(1）Ａ種優先株式

発行価額の総額　　320,000,000,000円

資本組入額の総額　160,000,000,000円

（注）　資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、増加する資本準備金の額は、160,000,000,000円で

あります。

 

(2）Ｂ種優先株式

発行価額の総額　　680,000,000,000円

資本組入額の総額　340,000,000,000円

（注）　資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、増加する資本準備金の額は、340,000,000,000円で

あります。

 

５．株式の内容

(1）Ａ種優先株式の内容

①　剰余金の配当

（ア）Ａ種優先期末配当金

　当社は、期末配当金を支払うときは、当該期末配当金に係る基準日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先

株主又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株

主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、

Ａ種優先株式１株につき、Ａ種優先株式１株当たりの払込金額相当額（200円。但し、Ａ種優先株式につき、株式の分

割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、適切に調整される。）に、下記(イ)に定め

る配当年率（以下「Ａ種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額の金銭（円位未満小数第３位まで算出し、そ

の小数第３位を四捨五入する。）（以下「Ａ種優先配当基準金額」という。）を、剰余金の期末配当として支払う。但

し、当該基準日の属する事業年度においてＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して下記(ウ)に定めるＡ種

優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額を配当する。

（イ）Ａ種優先配当年率

　Ａ種優先配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）＋0.25％

　なお、Ａ種優先配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。上記の算式において「日

本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）」とは、各事業年度の初日（但し、当該日が銀行休業日の場合はその直前の銀行営業

日）（以下「Ａ種優先配当年率決定日」という。）の午前11時における日本円12ヶ月物トーキョー・インター・バン

ク・オファード・レート（日本円ＴＩＢＯＲ）として全国銀行協会によって公表される数値又はこれに準ずるもの

と認められるものを指す。当該日時に日本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）が公表されていない場合は、Ａ種優先配当年率

決定日（当該日がロンドンにおける銀行休業日の場合にはその直前のロンドンにおける銀行営業日）において、ロン

ドン時間午前11時にReuters3750ページに表示されるロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円

ＬＩＢＯＲ12ヶ月物（360日ベース））として、英国銀行協会（ＢＢＡ）によって公表される数値又はこれに準ずる

ものと認められる数値を、日本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）に代えて用いる。

（ウ）Ａ種優先中間配当金

　当社は、中間配当金を支払うときは、当該中間配当金に係る基準日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先

株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき、Ａ種

優先配当基準金額の２分の１を限度として、取締役会の決議で定める額の金銭（以下「Ａ種優先中間配当金」とい

う。）を、剰余金の中間配当金として支払う。
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（エ）非累積条項

　ある事業年度においてＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して支払うＡ種優先株式１株当たりの剰余金

の配当の額がＡ種優先配当基準金額に達しないときは、そのＡ種優先株式１株当たりの不足額は翌事業年度以降に累

積しない。

（オ）非参加条項

　Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当基準金額を超えて剰余金の配当は行わない。但

し、当社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定される剰余

金の配当又は当社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロに

規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

（カ）優先順位

　Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の剰余金の配当の支払順位は、同順位とする。

②　残余財産の分配

（ア）Ａ種優先残余財産分配金

　当社は、残余財産の分配を行うときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株

式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき、Ａ種優先株式１株当たりの払込金額相当額（但し、Ａ種優先株式につ

き、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、適切に調整される。）に、下

記(ウ)に定める経過Ａ種優先配当金相当額を加えた額の金銭を支払う。

（イ）非参加条項

　Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、上記(ア)のほか残余財産の分配を行わない。

（ウ）経過Ａ種優先配当金相当額

　経過Ａ種優先配当金相当額は、残余財産の分配が行われる日（以下「分配日」という。）において、分配日の属する

事業年度の初日（同日を含む。）から分配日（同日を含む。）までの日数に、Ａ種優先配当基準金額を乗じて算出した

額を365で除して得られる額（円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切上げる。）をいう。但し、分配日の

属する事業年度においてＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対してＡ種優先中間配当金を支払ったときは、

その額を控除した額とする。

（エ）優先順位

　Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の残余財産の分配の支払順位は、同順位とする。

③　議決権

　Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有する。Ａ種優先株式の１単元の株式数は100株とする。

④　普通株式を対価とする取得請求権

（ア）普通株式対価取得請求権

　Ａ種優先株主は、Ａ種優先株式の払込金額の払込が行われた日以降いつでも、法令に従い、当社に対して、下記(イ)に

定める数の普通株式（以下本(1)において「請求対象普通株式」という。）の交付と引換えに、その有するＡ種優先株

式の全部又は一部を取得することを請求することができるものとし（以下本(1)において「普通株式対価取得請求」

という。）、当社は、当該普通株式対価取得請求に係るＡ種優先株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内

において、請求対象普通株式を、当該Ａ種優先株主に対して交付する。

　但し、本項に基づくＡ種優先株主による普通株式対価取得請求がなされた日（以下本(1)において「普通株式対価取

得請求日」という。）において、剰余授権株式数（以下に定義される。以下本(1)において同じ。）が請求対象普通株式

総数（以下に定義される。以下本(1)において同じ。）を下回る場合には、(ｉ)各Ａ種優先株主による普通株式対価取

得請求に係るＡ種優先株式の数に、(ⅱ)剰余授権株式数を請求対象普通株式総数で除して得られる数を乗じた数（小

数第１位まで算出し、その小数第１位を切り捨てる。また、０を下回る場合は０とする。）のＡ種優先株式のみ、普通株

式対価取得請求の効力が生じるものとし、普通株式対価取得請求の効力が生じるＡ種優先株式以外の普通株式対価取

得請求に係るＡ種優先株式については、普通株式対価取得請求がなされなかったものとみなす。なお、当該一部取得を

行うにあたり、取得するＡ種優先株式は、抽選、普通株式対価取得請求がなされたＡ種優先株式の数に応じた比例按分

その他当社の取締役会が定める合理的な方法によって決定される。

　「剰余授権株式数」とは、(Ｉ)当該普通株式対価取得請求日における当社の発行可能株式総数より、(Ⅱ)(ｉ)当該普

通株式対価取得請求日における発行済株式（自己株式（普通株式に限る。）を除く。）の数及び(ⅱ)当該普通株式対

価取得請求日における新株予約権（会社法第236条第１項第４号の期間の初日が到来していないものを除く。）の新

株予約権者が会社法第282条の規定により取得することとなる株式の数の総数を控除した数をいう。

　「請求対象普通株式総数」とは、Ａ種優先株主が当該普通株式対価取得請求日に普通株式対価取得請求をしたＡ種

優先株式の数に、Ａ種優先株式１株当たりの払込金額相当額（但し、Ａ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当

て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じて得られる額を、当該普通株

式対価取得請求日における下記(ウ)乃至(オ)で定める取得価額で除して得られる数（小数第１位まで算出し、その小
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数第１位を切り上げる。）をいう。

（イ）Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

　Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、普通株式対価取得請求に係るＡ種優先株式の数にＡ種優

先株式１株当たりの払込金額相当額（但し、Ａ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれ

らに類する事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じて得られる額を、下記(ウ)乃至(オ)で定める取得価額

で除して得られる数とする。なお、普通株式対価取得請求に係るＡ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の

合計数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、会社法第167条第３項に従い金銭を交付す

る。

（ウ）当初取得価額

　当初取得価額は、200円とする。

（エ）取得価額の修正

　取得価額は、Ａ種優先株式の払込金額の払込が行われた日の翌日以降、普通株式対価取得請求日における時価（以下

に定義される。）の90％に修正される（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）（以下本

(1)においてかかる修正後の取得価額を「修正後取得価額」という。）。但し、修正後取得価額が300円（以下本(1)に

おいて「上限取得価額」という。）を上回る場合には、修正後取得価額は上限取得価額とし、修正後取得価額が30円

（以下本(1)において「下限取得価額」という。）を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とする。なお、上

限取得価額及び下限取得価額は、下記(オ)の調整を受ける。

　「普通株式対価取得請求日における時価」は、各普通株式対価取得請求日の直前の５連続取引日（以下本(1)におい

て「取得価額算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気

配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。また、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数

第２位を四捨五入する。）とする。但し、Ａ種優先株主及び当社が請求対象普通株式の売出しのために金融商品取引業

者又は登録金融機関との間で金融商品取引法に規定する元引受契約を締結した場合（Ａ種優先株主及び当社が請求

対象普通株式の外国における売出しのために外国証券業者との間で金融商品取引法に規定する元引受契約に類する

契約を締結した場合を含む。）、当該元引受契約を締結した旨を当社が公表した日の翌日から当該売出しの受渡日の

前日までの間にＡ種優先株主が普通株式対価取得請求をしたときは、取得価額算定期間は、当社が当該売出しを決定

した旨を公表した日に先立つ120取引日目に始まる連続する20取引日とする。なお、取得価額算定期間中に下記(オ)に

定める事由が生じた場合、上記の終値（気配表示を含む。）の平均値は下記(オ)に準じて当社が適当と判断する値に

調整される。
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（オ）取得価額並びに上限取得価額及び下限取得価額の調整

(a）以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額（なお、取得価額が本(オ)により調整さ

れるのは、取得価額算定期間の最終日における当社の普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）が確定して

から普通株式対価取得請求がなされるまでの間に、以下に掲げる事由が発生した場合に限る。）並びに上限取得価

額及び下限取得価額を調整する。

ⅰ）普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額を調整する。なお、株式無

償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て前発行済普通株式数（但

し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普通株式数」は「無償割当て後発行済普通

株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」とそれぞれ読み替える。

 

調整後取得価額＝調整前取得価額×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

 

　調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日又は株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無償割当てに係る基

準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。

ⅱ）普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取得価額を調

整する。

 

調整後取得価額＝調整前取得価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

 

ⅲ）下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当社が保有する普

通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される株式若しくは新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(オ)において同じ。）の取得による場合、普通株式を目的とす

る新株予約権の行使による場合又は合併、株式交換若しくは会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、

次の算式（以下本(1)において「取得価額調整式」という。）により取得価額を調整する。調整後取得価額は、払

込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日）の翌日以降、また株主への割当てに係る基準日を定

めた場合は当該基準日（以下本(1)において「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が

保有する普通株式を処分する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当社が

保有する普通株式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の数」

とそれぞれ読み替える。

 

 （発行済普通株式数
－当社が保有する普
通株式の数）

＋

新たに発行する
普通株式の数

×１株当たり払込金額

調整後取得価額＝調整前取得価額×
普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式数－当社が保有する普通株式の数）
＋新たに発行する普通株式の数

 

ⅳ）当社に取得をさせることにより又は当社に取得されることにより、下記(d)に定める普通株式１株当たりの時

価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができる株式を発行又は処分

する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間

の最終日。以下本ⅳ)において同じ。）に、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日（株式無償割当てに係

る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本ⅳ）において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発

行又は処分される株式の全てが当初の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式にお

いて「１株当たり払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得

価額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある

場合にはその日の翌日以降、これを適用する。

ⅴ）行使することにより又は当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込金額と新株予

約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る価額をもっ

て普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新株予約権無償割当ての場合を含む。）、

かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てに

係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本ⅴ)において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発

行される新株予約権全てが当初の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額
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調整式において「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込金額と新株予約権の行

使に際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後取得価額と

する。調整後取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生

ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを適用する。

(b）上記(a)に掲げた事由によるほか、下記ⅰ)乃至ⅲ)のいずれかに該当する場合には、当社はＡ種優先株主及びＡ種

優先登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後取得価額、適用の日及びその他

必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行う。

ⅰ）合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸収分割による

他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の承継又は新設分割のために取得価額の調整

を必要とするとき。

ⅱ）取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算出に当たり

使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

ⅲ）その他、発行済普通株式数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更又は変更の可能性を生ずる事

由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

(c）取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

(d）取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日に先立つ45取引日目に始

まる連続する30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を

含む。）の平均値（終値のない日数を除く。また、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位

を四捨五入する。）とする。

(e）取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまるとき

は、取得価額の調整はこれを行わない。

（カ）合理的な措置

　上記(ウ)乃至(オ)に定める取得価額は、希釈化防止及び異なる種類の株式の株主間の実質的公平の見地から解釈さ

れるものとし、その算定が困難となる場合又は算定の結果が不合理となる場合には、当社の取締役会は、取得価額の適

切な調整その他の合理的に必要な措置をとる。

（キ）取得請求受付場所

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

（ク）取得請求をしようとするＡ種優先株主は、当社の定める取得請求書に、当該取得請求に係るＡ種優先株式の数その

他必要事項を記載したうえ、上記(キ)に定める取得請求受付場所に提出しなければならない。

（ケ）取得の効力は、取得請求書が上記(キ)に定める取得請求受付場所に到着したときに発生し、当社は、Ａ種優先株式を

取得し、当該取得請求をしたＡ種優先株主は、当社がその取得と引換えに交付すべき普通株式の株主となる。

（コ）当社は、取得の効力発生後、当該取得請求をしたＡ種優先株主に対して、当該Ａ種優先株主が指定する株式会社証券

保管振替機構又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより普通株式を

交付する。

⑤　Ｂ種優先株式を対価とする取得請求権

（ア）Ｂ種優先株式対価取得請求権

　Ａ種優先株主は、Ａ種優先株式の払込金額の払込が行われた日以降いつでも、法令に従い、当社に対して、下記(イ)に

定める数のＢ種優先株式（以下「請求対象Ｂ種優先株式」という。）の交付と引換えに、その有するＡ種優先株式の

全部又は一部を取得することを請求することができるものとし（以下「Ｂ種優先株式対価取得請求」という。）、当

社は、当該Ｂ種優先株式対価取得請求に係るＡ種優先株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、

請求対象Ｂ種優先株式を、当該Ａ種優先株主に対して交付する。

（イ）Ａ種優先株式の取得と引換えに交付するＢ種優先株式の数

　Ａ種優先株式の取得と引換えに交付するＢ種優先株式の数は、Ｂ種優先株式対価取得請求に係るＡ種優先株式の数

に0.1を乗じて得られる数とする。なお、Ｂ種優先株式対価取得請求に係るＡ種優先株式の取得と引換えに交付するＢ

種優先株式の合計数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、会社法第167条第３項に従い金

銭を交付する。

（ウ）取得請求受付場所及び取得請求の方法等

　上記④第(キ)乃至(ケ)の規定は、Ｂ種優先株式対価取得請求の場合に準用する。

⑥　株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

ⅰ）当社は、株式の分割又は併合を行うときは、普通株式、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の種類ごとに同時に同一割合

でこれを行う。
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ⅱ）当社は、株主に募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えるときは、それぞれの場合に応じて、普通

株主には普通株式又は普通株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、Ａ種優先株主にはＡ種優先株式又

はＡ種優先株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、Ｂ種優先株主にはＢ種優先株式又はＢ種優先株式

を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、それぞれ同時に同一割合で与える。

ⅲ）当社は、株主に株式無償割当て又は新株予約権の無償割当てを行うときは、それぞれの場合に応じて、普通株主には

普通株式又は普通株式を目的とする新株予約権の無償割当てを、Ａ種優先株主にはＡ種優先株式又はＡ種優先株式を

目的とする新株予約権の無償割当てを、Ｂ種優先株主にはＢ種優先株式又はＢ種優先株式を目的とする新株予約権の

無償割当てを、それぞれ同時に同一割合で行う。

 

(2）Ｂ種優先株式の内容

①　剰余金の配当

（ア）Ｂ種優先期末配当金

　当社は、期末配当金を支払うときは、当該期末配当金に係る基準日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＢ種優先

株主又はＢ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｂ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株主又は普通登

録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき、Ｂ種優先株式１株当たりの払込金額相当額（2,000円。但し、Ｂ種優

先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、適切に調整され

る。）に、下記(イ)に定める配当年率（以下「Ｂ種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額の金銭（円位未満小

数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。）（以下「Ｂ種優先配当基準金額」という。）を、剰余金の期

末配当として支払う。但し、当該基準日の属する事業年度においてＢ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対し

て下記(ウ)に定めるＢ種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額を配当する。

（イ）Ｂ種優先配当年率

　Ｂ種優先配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）＋0.5％

　なお、Ｂ種優先配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。上記の算式において「日

本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）」とは、各事業年度の初日（但し、当該日が銀行休業日の場合はその直前の銀行営業

日）（以下「Ｂ種優先配当年率決定日」という。）の午前11時における日本円12ヶ月物トーキョー・インター・バン

ク・オファード・レート（日本円ＴＩＢＯＲ）として全国銀行協会によって公表される数値又はこれに準ずるもの

と認められるものを指す。当該日時に日本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）が公表されていない場合は、Ｂ種優先配当年率

決定日（当該日がロンドンにおける銀行休業日の場合にはその直前のロンドンにおける銀行営業日）において、ロン

ドン時間午前11時にReuters3750ページに表示されるロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円

ＬＩＢＯＲ12ヶ月物（360日ベース））として、英国銀行協会（ＢＢＡ）によって公表される数値又はこれに準ずる

ものと認められる数値を、日本円ＴＩＢＯＲ（12ヶ月物）に代えて用いる。
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（ウ）Ｂ種優先中間配当金

　当社は、中間配当金を支払うときは、当該中間配当金に係る基準日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＢ種優先

株主又はＢ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき、Ｂ種

優先配当基準金額の２分の１を限度として、取締役会の決議で定める額の金銭（以下「Ｂ種優先中間配当金」とい

う。）を、剰余金の中間配当金として支払う。

（エ）非累積条項

　ある事業年度においてＢ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対して支払うＢ種優先株式１株当たりの剰余金

の配当の額がＢ種優先配当基準金額に達しないときは、そのＢ種優先株式１株当たりの不足額は翌事業年度以降に累

積しない。

（オ）非参加条項

　Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、Ｂ種優先配当基準金額を超えて剰余金の配当は行わない。但

し、当社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定される剰余

金の配当又は当社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロに

規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

（カ）優先順位

　Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の剰余金の配当の支払順位は、同順位とする。

②　残余財産の分配

（ア）Ｂ種優先残余財産分配金

　当社は、残余財産の分配を行うときは、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株

式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき、Ｂ種優先株式１株当たりの払込金額相当額（但し、Ｂ種優先株式につ

き、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、適切に調整される。）に、下

記(ウ)に定める経過Ｂ種優先配当金相当額を加えた額の金銭を支払う。

（イ）非参加条項

　Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、上記(ア)のほか残余財産の分配を行わない。

（ウ）経過Ｂ種優先配当金相当額

　経過Ｂ種優先配当金相当額は、分配日において、分配日の属する事業年度の初日（同日を含む。）から分配日（同日

を含む。）までの日数に、Ｂ種優先配当基準金額を乗じて算出した額を365で除して得られる額（円位未満小数第３位

まで算出し、その小数第３位を切上げる。）をいう。但し、分配日の属する事業年度においてＢ種優先株主又はＢ種優

先登録株式質権者に対してＢ種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額とする。

（エ）優先順位

　Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の残余財産の分配の支払順位は、同順位とする。

③　議決権

　Ｂ種優先株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。Ｂ種優先株式の１単元の

株式数は10株とする。

④　普通株式を対価とする取得請求権

（ア）普通株式対価取得請求権

　Ｂ種優先株主は、Ｂ種優先株式の払込金額の払込が行われた日以降いつでも、法令に従い、当社に対して、下記(イ)に

定める数の普通株式（以下本(2)において「請求対象普通株式」という。）の交付と引換えに、その有するＢ種優先株

式の全部又は一部を取得することを請求することができるものとし（以下本(2)において「普通株式対価取得請求」

という。）、当社は、当該普通株式対価取得請求に係るＢ種優先株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内

において、請求対象普通株式を、当該Ｂ種優先株主に対して交付する。

　但し、本項に基づくＢ種優先株主による普通株式対価取得請求がなされた日（以下本(2)において「普通株式対価取

得請求日」という。）において、剰余授権株式数（以下に定義される。以下本(2)において同じ。）が請求対象普通株式

総数（以下に定義される。以下本(2)において同じ。）を下回る場合には、(ｉ)各Ｂ種優先株主による普通株式対価取

得請求に係るＢ種優先株式の数に、(ⅱ)剰余授権株式数を請求対象普通株式総数で除して得られる数を乗じた数（小

数第１位まで算出し、その小数第１位を切り捨てる。また、０を下回る場合は０とする。）のＢ種優先株式のみ、普通株

式対価取得請求の効力が生じるものとし、普通株式対価取得請求の効力が生じるＢ種優先株式以外の普通株式対価取

得請求に係るＢ種優先株式については、普通株式対価取得請求がなされなかったものとみなす。なお、当該一部取得を

行うにあたり、取得するＢ種優先株式は、抽選、普通株式対価取得請求がなされたＢ種優先株式の数に応じた比例按分

その他当社の取締役会が定める合理的な方法によって決定される。

　「剰余授権株式数」とは、(Ｉ)当該普通株式対価取得請求日における当社の発行可能株式総数より、(Ⅱ)(ｉ)当該普

通株式対価取得請求日における発行済株式（自己株式（普通株式に限る。）を除く。）の数及び(ⅱ)当該普通株式対

価取得請求日における新株予約権（会社法第236条第１項第４号の期間の初日が到来していないものを除く。）の新
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株予約権者が会社法第282条の規定により取得することとなる株式の数の総数を控除した数をいう。

　「請求対象普通株式総数」とは、Ｂ種優先株主が当該普通株式対価取得請求日に普通株式対価取得請求をしたＢ種

優先株式の数に、Ｂ種優先株式１株当たりの払込金額相当額（但し、Ｂ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当

て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じて得られる額を、当該普通株

式対価取得請求日における下記(ウ)乃至(オ)で定める取得価額で除して得られる数（小数第１位まで算出し、その小

数第１位を切り上げる。）をいう。

（イ）Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

　Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、普通株式対価取得請求に係るＢ種優先株式の数にＢ種優

先株式１株当たりの払込金額相当額（但し、Ｂ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれ

らに類する事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じて得られる額を、下記(ウ)乃至(オ)で定める取得価額

で除して得られる数とする。なお、普通株式対価取得請求に係るＢ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の

合計数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、会社法第167条第３項に従い金銭を交付す

る。

（ウ）当初取得価額

　当初取得価額は、200円とする。

（エ）取得価額の修正

　取得価額は、Ｂ種優先株式の払込金額の払込が行われた日の翌日以降、普通株式対価取得請求日における時価（以下

に定義される。）の90％に修正される（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）（以下本

(2)においてかかる修正後の取得価額を「修正後取得価額」という。）。但し、修正後取得価額が300円（以下本(2)に

おいて「上限取得価額」という。）を上回る場合には、修正後取得価額は上限取得価額とし、修正後取得価額が30円

（以下本(2)において「下限取得価額」という。）を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とする。なお、上

限取得価額及び下限取得価額は、下記(オ)の調整を受ける。

　「普通株式対価取得請求日における時価」は、各普通株式対価取得請求日の直前の５連続取引日（以下本(2)におい

て「取得価額算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気

配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。また、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数

第２位を四捨五入する。）とする。但し、Ｂ種優先株主及び当社が請求対象普通株式の売出しのために金融商品取引業

者又は登録金融機関との間で金融商品取引法に規定する元引受契約を締結した場合（Ｂ種優先株主及び当社が請求

対象普通株式の外国における売出しのために外国証券業者との間で金融商品取引法に規定する元引受契約に類する

契約を締結した場合を含む。）、当該元引受契約を締結した旨を当社が公表した日の翌日から当該売出しの受渡日の

前日までの間にＢ種優先株主が普通株式対価取得請求をしたときは、取得価額算定期間は、当社が当該売出しを決定

した旨を公表した日に先立つ120取引日目に始まる連続する20取引日とする。なお、取得価額算定期間中に下記(オ)に

定める事由が生じた場合、上記の終値（気配表示を含む。）の平均値は下記(オ)に準じて当社が適当と判断する値に

調整される。
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（オ）取得価額並びに上限取得価額及び下限取得価額の調整

(a）以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額（なお、取得価額が本(オ)により調整さ

れるのは、取得価額算定期間の最終日における当社の普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）が確定して

から普通株式対価取得請求がなされるまでの間に、以下に掲げる事由が発生した場合に限る。）並びに上限取得価

額及び下限取得価額を調整する。

ⅰ）普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額を調整する。なお、株式無

償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て前発行済普通株式数（但

し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普通株式数」は「無償割当て後発行済普通

株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」とそれぞれ読み替える。

 

調整後取得価額＝調整前取得価額×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

 

　調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日又は株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無償割当てに係る基

準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。

ⅱ）普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取得価額を調

整する。

 

調整後取得価額＝調整前取得価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

 

ⅲ）下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当社が保有する普

通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される株式若しくは新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(オ)において同じ。）の取得による場合、普通株式を目的とす

る新株予約権の行使による場合又は合併、株式交換若しくは会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、

次の算式（以下本(2)において「取得価額調整式」という。）により取得価額を調整する。調整後取得価額は、払

込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日）の翌日以降、また株主への割当てに係る基準日を定

めた場合は当該基準日（以下本(2)において「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が

保有する普通株式を処分する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当社が

保有する普通株式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の数」

とそれぞれ読み替える。

 

 （発行済普通株式数
－当社が保有する普
通株式の数）

＋

新たに発行する
普通株式の数

×１株当たり払込金額

調整後取得価額＝調整前取得価額×
普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式数－当社が保有する普通株式の数）
＋新たに発行する普通株式の数

 

ⅳ）当社に取得をさせることにより又は当社に取得されることにより、下記(d)に定める普通株式１株当たりの時

価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができる株式を発行又は処分

する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間

の最終日。以下本ⅳ)において同じ。）に、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日（株式無償割当てに係

る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本ⅳ)において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行

又は処分される株式の全てが当初の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式におい

て「１株当たり払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価

額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場

合にはその日の翌日以降、これを適用する。

ⅴ）行使することにより又は当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込金額と新株予

約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る価額をもっ

て普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新株予約権無償割当ての場合を含む。）、

かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てに

係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本ⅴ)において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発

行される新株予約権全てが当初の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額
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調整式において「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込金額と新株予約権の行

使に際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後取得価額と

する。調整後取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生

ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを適用する。

(b）上記(a)に掲げた事由によるほか、下記ⅰ)乃至ⅲ)のいずれかに該当する場合には、当社はＢ種優先株主及びＢ種

優先登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後取得価額、適用の日及びその他

必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行う。

ⅰ）合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸収分割による

他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の承継又は新設分割のために取得価額の調整

を必要とするとき。

ⅱ）取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算出に当たり

使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

ⅲ）その他、発行済普通株式数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更又は変更の可能性を生ずる事

由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

(c）取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

(d）取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日に先立つ45取引日目に始

まる連続する30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を

含む。）の平均値（終値のない日数を除く。また、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位

を四捨五入する。）とする。

(e）取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまるとき

は、取得価額の調整はこれを行わない。

（カ）合理的な措置

　上記(ウ)乃至(オ)に定める取得価額は、希釈化防止及び異なる種類の株式の株主間の実質的公平の見地から解釈さ

れるものとし、その算定が困難となる場合又は算定の結果が不合理となる場合には、当社の取締役会は、取得価額の適

切な調整その他の合理的に必要な措置をとる。

（キ）取得請求受付場所

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

（ク）取得請求をしようとするＢ種優先株主は、当社の定める取得請求書に、当該取得請求に係るＢ種優先株式の数その

他必要事項を記載したうえ、上記(キ)に定める取得請求受付場所に提出しなければならない。

（ケ）取得の効力は、取得請求書が上記(キ)に定める取得請求受付場所に到着したときに発生し、当社は、Ｂ種優先株式を

取得し、当該取得請求をしたＢ種優先株主は、当社がその取得と引換えに交付すべき普通株式の株主となる。

（コ）当社は、取得の効力発生後、当該取得請求をしたＢ種優先株主に対して、当該Ｂ種優先株主が指定する株式会社証券

保管振替機構又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより普通株式を

交付する。

⑤　Ａ種優先株式を対価とする取得請求権

（ア）Ａ種優先株式対価取得請求権

　Ｂ種優先株主は、Ｂ種優先株式の払込金額の払込が行われた日以降いつでも、法令に従い、当社に対して、下記(イ)に

定める数のＡ種優先株式（以下「請求対象Ａ種優先株式」という。）の交付と引換えに、その有するＢ種優先株式の

全部又は一部を取得することを請求することができるものとし（以下「Ａ種優先株式対価取得請求」という。）、当

社は、当該Ａ種優先株式対価取得請求に係るＢ種優先株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、

請求対象Ａ種優先株式を、当該Ｂ種優先株主に対して交付する。

（イ）Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付するＡ種優先株式の数

　Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付するＡ種優先株式の数は、Ａ種優先株式対価取得請求に係るＢ種優先株式の数

に10を乗じて得られる数とする。

（ウ）取得請求受付場所及び取得請求の方法等

　上記④(キ)乃至(ケ)の規定は、Ａ種優先株式対価取得請求の場合に準用する。

⑥　株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

ⅰ）当社は、株式の分割又は併合を行うときは、普通株式、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の種類ごとに同時に同一割合

でこれを行う。

ⅱ）当社は、株主に募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えるときは、それぞれの場合に応じて、普通

株主には普通株式又は普通株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、Ａ種優先株主にはＡ種優先株式又

はＡ種優先株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、Ｂ種優先株主にはＢ種優先株式又はＢ種優先株式

EDINET提出書類

東京電力株式会社(E04498)

臨時報告書

13/30



を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、それぞれ同時に同一割合で与える。

ⅲ）当社は、株主に株式無償割当て又は新株予約権の無償割当てを行うときは、それぞれの場合に応じて、普通株主には

普通株式又は普通株式を目的とする新株予約権の無償割当てを、Ａ種優先株主にはＡ種優先株式又はＡ種優先株式を

目的とする新株予約権の無償割当てを、Ｂ種優先株主にはＢ種優先株式又はＢ種優先株式を目的とする新株予約権の

無償割当てを、それぞれ同時に同一割合で行う。

 

６．発行方法

　第三者割当の方法により、原子力損害賠償支援機構（以下「機構」といいます。）にＡ種優先株式及びＢ種優先株式の全て

を割り当てます。

 

７．引受人の氏名又は名称に準ずる事項

　該当事項はありません。

 

８．募集を行う地域に準ずる事項

日本国内

 

９．当社が取得する手取金の総額並びに使途ごとの内容、金額及び支出予定時期

(1）手取金の総額

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

1,000,000,000,000 3,640,000,000 996,360,000,000

　（注）１　発行諸費用の概算額は、登記関係費用及びアドバイザリー費用等を含んでおります。

２　発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）手取金の使途ごとの内容、金額及び支出予定時期

　上記差引手取概算額996,360,000,000円につきましては、原子力損害賠償の迅速かつ適切な実施に万全を期し、着実な廃

止措置について全力で取り組む万全の態勢を整えるとともに、電力の安定供給のために必要な資金として、平成27年３月

末を目途に随時使用することを予定しております。また、調達資金を実際に支出するまでは、当社銀行口座において管理い

たします。
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10．新規発行年月日（払込期日）

　本優先株式のいずれも、平成24年７月25日を払込日として予定しております。但し、本優先株式発行に際しては会社法上の

払込期間を平成24年７月11日から同年７月25日までと決議しており、当社と機構との間の株式引受契約書に定めるクロージ

ングに係る前提条件の充足時期によっては、払込日が上記払込期間の範囲で繰り上がる場合があります。

 

11．当該有価証券を金融商品取引所に上場しようとする場合における当該金融商品取引所の名称

　本優先株式のいずれも、該当事項はありません。

 

12．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項

(1）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の発行により資金を調達しようとする理由

　平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う福島第一原子力発電所の事故により、発電所周辺地域の皆さ

まをはじめ、被害者の方々に極めて大きな苦痛をもたらしていること、そして電気をご利用頂いているお客さまをはじめ、

広く社会の皆さまに大変なご迷惑をおかけしていることに対し、改めて心からお詫びを申し上げます。

　当社は同発電所の事故発生以降、機構から賠償に必要な資金の交付を受けながら、被害者の方々への賠償を行ってまいり

ました。しかしながら、事故に伴う多額の費用・損失の計上や原子力発電の停止等に伴う火力燃料費の増加などにより、賠

償費用以外の費用・損失が増大し、当社の財務基盤は大きく毀損しております。その結果、当社単体の平成23年度末の純資

産は震災前の水準（平成22年度第３四半期末は２兆6,364億円）から２兆円以上減少して5,274億円となり、年度末の自己

資本比率は3.5％程度まで低下するに至っております。

　また、平成23年３月に金融機関から約２兆円の緊急融資を受けたことにより、平成22年度末の現預金残高は２兆1,343億

円となったものの、火力燃料費の増加に加え、電気事業設備の機能維持のための投資資金や多額の社債償還資金等が必要

であったこと等から、平成23年度末の現預金残高は9,849億円（原子力損害賠償支援機構資金交付金を除きます。）に減少

しております。

　当社は、平成23年12月に策定した「改革推進のアクションプラン」で掲げた目標（２兆6,488億円）を上回る費用削減を

実施することや、資産売却を加速することなど、グループ全体で徹底した経営合理化を進めることとしております。しかし

ながら、これらの経営合理化に加えて最低限の電気料金の引上げを実施したとしても、平成24年度は1,050億円の純損失と

なる見通しであり、財務基盤の脆弱な状態が継続するなか、要賠償額の見積もり増加等の収支悪化リスクが顕在化した場

合には債務超過に陥る懸念もあります。加えて、自律的な資金調達力の著しい低下に伴い、安定供給に欠かすことのできな

い燃料調達や設備投資、そして福島第一原子力発電所１号機から４号機の廃止措置（以下「廃止措置」といいます。）に

向けた計画的な投資に必要となる資金を調達することも困難な状況となっており、こうした状況が続く限り、今後の賠償

金支払円滑化のための人員体制の拡大や、廃止措置の前倒しでの実施も不可能となります。

　以上のような債務超過リスクや資金繰り面でのリスクを回避し、事業の継続性を確実なものにするとともに、公募債市場

への復帰等自律的な資金調達力の早期回復を図るためにも、まずは、資本を十分に増強し、財務基盤を強化する必要がある

ことから、当社は、増資額や出資引受け先等の検討に入りました。

　原子力損害賠償支援機構法（平成23年８月10日　法律第94号。以下「機構法」といいます。）第41条第１項第２号では、原

子力損害の賠償の迅速かつ適切な実施及び電力の安定供給その他の原子炉の運転等に係る事業の円滑な運営の確保に資

する資金援助措置の一つとして、原子力事業者が発行する株式の引受けが定められております。上述のとおり、今回の株式

発行の目的は、機構法に基づく資金援助の目的に合致したものであると考えられることに加え、必要とする金額の規模や

緊急性等を考慮した結果、当社は機構に対して株式の引受けを申し込むことが最適であると判断しました。

　こうした判断のもと、当社は、平成24年３月29日、機構に対して、当社が発行する株式（払込金額総額１兆円）の引受けを

含む資金援助を申請しました。その後、機構と共同で当該１兆円の株式の引受けを含む総合特別事業計画を作成しました。

同年４月27日、機構と当社は、主務大臣に対して同計画の認定を申請し、同年５月９日に主務大臣の認定を受け、同日、当社

は、機構から株式の引受けを含む資金援助の決定の通知を受けました。

　これらを踏まえ、当社は、平成24年５月21日開催の当社取締役会において、平成24年６月27日開催予定の当社定時株主総

会において発行可能株式総数の増加等の必要な議案が承認可決されること等を条件に、機構を割当先とする本優先株式発

行を決議いたしました。

　今後は、今回の資本増強による財務基盤の強化を基礎に、総合特別事業計画に基づき、被害者の方々への迅速かつ適切な

損害賠償の実施、着実な廃止措置、電力の安定供給の確保の同時達成に努めるとともに、徹底した経営合理化と、当社がこ

れまで培ってきた経営資源の有効活用により、企業価値を向上させてまいります。

　なお、総合特別事業計画の概要については、後記「15(6）ｃ．総合特別事業計画の概要」をご参照下さい。

 

(2）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項についての割当予定先との間の取決

めの内容

　当社は、平成24年５月21日付で機構と締結した株式引受契約書（以下「本株式引受契約」といいます。）において、以下
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の内容等の合意を行っております。

ａ．本優先株式の払込前後を問わず、当社が(ｉ)機構の承諾なく倒産手続の申立てを行わないこと、(ⅱ)①剰余金の処分、

②資本金・準備金の額の変更、若しくは任意積立金の取り崩し、③株式、新株予約権、新株予約権付社債等の発行・処分

（単元未満株主からの買増請求に応じる場合を除く。）又は取得・消却（機構からの取得等を除く。）④組織再編行為、

又は⑤上記③及び④の他、機構の議決権割合又は持株割合を希釈化させる蓋然性のある行為を行う場合には、機構の書

面による事前承諾を得ること、(ⅲ)①株主総会の招集及び上程議案の内容の決定、②委員会設置会社移行後における指

名委員の選定・解職、③取締役会規程、指名委員会規程等の重要な社内規則の変更・廃止又は④年度予算の決定・変更

を行う場合には、機構との事前協議を行うこと、並びに(ⅳ)①当社（子会社及び関連会社を含む。）の資産、経営、財政、

信用状態又は将来の業績予想に当社の連結ベースで重大な悪影響を及ぼすおそれのある事由又は②特別事業計画の履

行に重大な悪影響を及ぼすおそれのある事由が発生した場合、機構に書面による報告を行うこと

ｂ．本優先株式の払込前において、当社が(ｉ)重要人事の変更、組織再編行為、新規借入、担保設定その他資産、経営、財政、

信用状態又は将来の業績予想に当社の連結ベースで重要な変更をもたらす行為を行わないこと、(ⅱ)①機構が指名する

取締役候補の選任、②所定の定款変更及び③本優先株式発行の各議案について、本年６月に予定されている当社定時株

主総会の承認決議が得られるよう最大限の努力をすること、(ⅲ)当該株主総会決議が得られることを条件として、機構

が満足する内容の取締役会規程、指名委員会規程等の内部規則を承認する手続を行うこと、(ⅳ)当該株主総会の承認決

議以外の、本優先株式発行に必要な法令上及び定款その他の内部規則上の手続を行うこと、並びに(ｖ)機構による本優

先株式の引受け後の当社の経営管理・業務運営体制及び関連人事について、機構との間で合意するべく誠実に協議を行

うこと

ｃ．本優先株式の払込後において、当社が、(ｉ)会社法第416条第４項に規定される事項に加えて、本株式引受契約に定め

る事前承諾事項及び事前協議事項の決定を執行役に委任しないこと、(ⅱ)取締役会付議事項及び報告事項につき、取締

役に対する招集通知の送付と同時に、取締役に通知するものと同じ内容を、機構に対して通知すること、並びに(ⅲ)機構

が普通株式の売出しを決定した場合には、当該売出しについて最大限の協力をすること

ｄ．①機構が保有する議決権割合（潜在株式に係る議決権を含まないベースで算定される。以下本ｄ．において同じ。）

を３分の２以上に増加させる場合、又は②下記ｅ．により２分の１未満に減少させた議決権割合を２分の１以上に増加

させる場合には、機構は、当社と協議のうえ、当社と共同で機構法第46条第１項に定める認定特別事業計画の変更手続を

とる（この場合、当社は、機構の判断に従い、認定特別事業計画の変更に係る認定の申請を機構と共同で行う。）ものと

し、当該変更について主務大臣の認定が得られた後に議決権割合を増加させるための取得請求権を行使すること（但

し、機構が普通株式の市場売却等によってその保有する本優先株式を換価することを目的として、本優先株式について

普通株式を対価とする取得請求権を行使する場合にはこの限りではない。）

ｅ．①当社の集中的な経営改革に一定の目途がついたと機構が判断する場合、又は②当社が公募債市場において自律的に

資金調達を実施していると機構が判断する場合には、機構は、Ｂ種優先株式を対価とするＡ種優先株式の取得請求権の

行使等の措置を講じることによって、機構が保有する当社の議決権割合（潜在株式に係る議決権を含まないベースで算

定される。）を２分の１未満に低減させること

ｆ．機構が保有する議決権割合（機構が保有するＢ種優先株式を全てＡ種優先株式に転換したと仮定した場合の当該Ａ

種優先株式に係る議決権数を含めて算定される。）が５分の１以下となったとき及びそれ以降で当社が合理的な理由を

示して申し入れたときは、当社及び機構は、当該議決権割合を踏まえて、本株式引受契約に定める事前承諾事項、事前協

議事項等の取扱いについて誠実に協議すること
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(3）当社の株券の売買に関する事項についての割当予定先との間の取決めの内容

　本優先株式のいずれも、該当事項はありません。

 

(4）その他投資者の保護を図るため必要な事項

①　単元株式数

　Ａ種優先株式の単元株式数は100株であり、Ｂ種優先株式の単元株式数は10株であります。

②　種類株主総会の決議

　当社は、会社法第322条第１項の規定による種類株主総会の決議を要しない旨を定款で定めておりません。

③　議決権の有無及びその内容

　当社は、本優先株式とは異なる種類の株式である普通株式を発行しています。普通株式及びＡ種優先株式は株主総会に

おいて議決権を有する株式ですが、Ｂ種優先株式は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において議決権を有

しません。議決権のあるＡ種優先株式（Ｂ種優先株式及び普通株式を対価とする取得請求権が付されています。）と議

決権のないＢ種優先株式（Ａ種優先株式及び普通株式を対価とする取得請求権が付されています。）の２種類を発行す

る理由は、後記「15．(6）ｃ．総合特別事業計画の概要」「ⅵ）財務基盤の強化」「②　機構の出資による財務状態の

抜本改善」記載のとおり、機構が、議決権付種類株式であるＡ種優先株式により、総議決権の２分の１超を取得するとと

もに、追加的に議決権を取得できる転換権付無議決権種類株式であるＢ種優先株式を引き受けることで、潜在的には総

議決権の３分の２超の議決権を確保するためであります。

 

13．当該有価証券に係る金融商品取引法施行令第１条の７に規定する譲渡に関する制限その他の制限

　本優先株式のいずれも、該当事項はありません。

 

14．取得者に関する事項

　本優先株式の割当予定先の名称、住所、代表者の氏名、資本金又は出資の額及び事業の内容並びに当社と割当予定先の出資

関係、取引関係その他これらに準ずる関係については下記15．(1)ａ．及びｂ．をご参照下さい。

　また、本優先株式の割当予定先の保有方針及び保有に関する事項については、下記15．(1)ｅ．をご参照下さい。
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15．第三者割当の場合の特記事項

(1）割当予定先（取得者）の状況

ａ．割当予定
先の概要

名称 原子力損害賠償支援機構

本店の所在地 東京都港区虎ノ門二丁目２番５号　共同通信会館

代表者の役職及び氏名 理事長　　杉山　武彦

資本金 14,000百万円

事業の内容
原子力事業者が損害を賠償するために必要な資金の交付その他
の業務

主たる出資者及びその出資比率
資本金（14,000百万円）の内訳
政府出資：7,000百万円　原子力事業者等12社：7,000百万円

ｂ．提出者と
割当予定
先との間
の関係

出資関係

当社が保有している割
当予定先の株式の数

当社は、当該割当予定先に約17％出資しております。

割当予定先が保有して
いる当社の株式の数

該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係
当社は、割当予定先から機構法第41条第１項第１号に基づく資
金の交付を受けております。

技術又は取引関係 該当事項はありません。

 

ｃ．割当予定先の選定理由

　機構法第41条第１項第２号では、原子力損害の賠償の迅速かつ適切な実施及び電力の安定供給その他の原子炉の運転

等に係る事業の円滑な運営の確保に資する資金援助措置の一つとして、原子力事業者が発行する株式の引受けが定めら

れております。今回の株式発行の目的は、機構法に基づく資金援助の目的に合致したものであると考えられることに加

え、必要とする金額の規模や緊急性等を考慮した結果、当社は機構に対して株式の引受けを申し込むことが最適である

と判断しました。

ｄ．割り当てようとする株式の数

　原子力損害賠償支援機構　Ａ種優先株式　1,600,000,000株、Ｂ種優先株式　340,000,000株

ｅ．株券等の保有方針

ⅰ）当社は、Ａ種優先株式又はＢ種優先株式が割り当てられた日から２年間、機構がＡ種優先株式、Ｂ種優先株式又はＡ

種優先株式若しくはＢ種優先株式と引き換えに交付された普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡

を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数等の内容を当社に書面にて報告すること、当社が当該報告内容を株式会社東

京証券取引所に報告すること、並びに当該報告内容が公衆縦覧に供されることに同意することにつき、機構から確約

書を取得する予定です。

ⅱ）なお、当社と機構は、総合特別事業計画及び本株式引受契約等において、機構が以下の株式保有方針であることを公

表、合意しております。

（ア）損害賠償の実施の状況その他の事情に照らし、やむを得ない事情がある場合に行う、議決権の確保を目的とした

取得請求権の行使（Ｂ種優先株式からＡ種優先株式への転換、あるいはＡ種優先株式及びＢ種優先株式から普通株

式への転換）に関し、①機構が保有する議決権割合（潜在株式に係る議決権を含まないベースで算定される。以下

本(ア)において同じ。）を３分の２以上に増加させる必要がある場合、又は②下記(イ)により２分の１未満に減少

させた議決権割合を２分の１以上に増加させる必要がある場合には、機構は、当社と協議のうえ、当社と共同で、機

構法第46条第１項に定める認定特別事業計画の変更手続をとるものとし、当該変更について主務大臣の認定が得ら

れた後に取得請求権を行使すること（但し、機構が普通株式の市場売却等によってその保有する本優先株式を換価

することを目的として、本優先株式について普通株式を対価とする取得請求権を行使する場合にはこの限りではな

い。）。

（イ）売却方針として、①当社の集中的な経営改革に一定の目途がついたと機構が判断する場合、又は②当社が公募債

市場において自律的に資金調達を実施していると機構が判断する場合には、機構は、Ａ種優先株式の一部をＢ種優

先株式に転換する等の措置を講じることによって、機構が保有する当社の議決権割合（潜在株式に係る議決権を含

まないベースで算定される。）を２分の１未満に低減させること（「一時的公的管理」の終結）。また、機構は、一

時的公的管理終結後、当社の収益及び財務の状況、株式市場の動向等を考慮しながら、当社の経営改革及び株式市場
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に悪影響を与えない範囲で、適切な時期に当社による機構所有株式の取得、普通株式への転換による株式市場への

売却等によって、出資金の回収を目指す計画であること。

ⅲ）以上に加え、機構により、ヘッジを目的とした株券等貸借取引・店頭デリバティブ取引が行われる予定はありませ

ん。このため、本優先株式は、株式会社東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条第２項に定める適用除外に

該当することから、当社と機構は、機構による普通株式への転換を制限する措置を講じておりません。

ｆ．払込みに要する資金等の状況

　機構が資金援助のための資金を確保するため、平成24年度の予算において４兆円の政府保証枠が計上されております。

機構は、この政府保証枠を活用し平成24年度に本優先株式引受けに必要な資金を金融機関から調達することとしている

ため、払込みに必要な財産を有するものと判断しております。

ｇ．割当予定先の実態 

　機構は、機構法に基づき主務大臣の認可を受けて設立された公的な役割を担う法人であり、特定団体等との関係を有し

ていないものと判断しております。

 

(2）株券等の譲渡制限

　該当事項はありません。

 

(3）発行条件に関する事項

　本優先株式発行にあたりましては、当社の事業環境や財務状況等を踏まえ、議決権や配当条件、取得請求権など株式価値

に影響を与える様々な条件について、機構と協議を重ねてまいりました。最終的に機構と合意した発行条件をもとに第三

者機関（ＳＭＢＣ日興証券株式会社、みずほ証券株式会社、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社）に、本優先株

式の評価を依頼し、一般的な価格算定モデルを用いた株式価値算定書を受領いたしました。客観的な市場価格のない優先

株式の価値については、その計算が非常に高度かつ複雑であり様々な考え方がありうるものの、Ａ種優先株式及びＢ種優

先株式の払込金額は、いずれも各社が算定した株式価値に対して10％以上のディスカウントとなっており、会社法上、株式

を引き受ける者に特に有利な金額に該当する可能性が高いものと考えられることから、本優先株式発行については、平成

24年６月27日開催予定の当社定時株主総会において、特別決議によるご承認を頂く予定です。

　当社といたしましては、①当社事業の継続性を確実なものとし、「賠償・廃止措置・安定供給」を同時に達成していくた

めには、本優先株式発行による財務基盤の強化と資金確保が必要不可欠であること、②今回発行を予定している優先株式

は払込金額の総額が１兆円と多額であり、その緊急性にも鑑みると、引受先は機構以外に見込めないこと、③国の認可を受

けて設立された機構が株式を保有することにより、当社の信用力向上などの効果が期待できること、④機構は、当社の集中

的な経営改革に一定の目途がつくか、又は公募債市場において自律的に資金調達を実施していると機構が判断した段階

で、Ａ種優先株式の一部をＢ種優先株式に転換すること等の措置を講じることにより、保有議決権（潜在株式に係る議決

権を含まないベースで算定されます。）を２分の１未満に低減させるとしていることなどから、機構に対し本優先株式を

発行することが最善の策であると判断いたしました。
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(4）大規模な第三者割当に関する事項

　Ａ種優先株式には議決権が付与されているため、Ａ種優先株式が発行された段階で、普通株式に議決権ベースで100.43％

（本優先株式発行前の発行済普通株式対比（小数点以下第３位を四捨五入）、以下同様。）の希釈化が生じることとなり

ます。また、Ａ種優先株式にはＢ種優先株式及び普通株式を対価とする取得請求権が、Ｂ種優先株式にはＡ種優先株式及び

普通株式を対価とする取得請求権がそれぞれ付されており、本優先株式が普通株式へ転換されない場合においても、Ｂ種

優先株式の全てがＡ種優先株式に転換された場合、議決権ベースで313.83％の希釈化が生じることとなります。さらに、Ａ

種優先株式及びＢ種優先株式全てが普通株式に転換された場合には、最大で2,092.20％（下限取得価額（本優先株式を普

通株式に転換する際の取得価額の下限。以下同じ。）30円で取得請求権が行使された場合）の希釈化が生じることとなり

ます。但し、下限取得価額30円での取得請求を行うためには発行可能株式総数として350億株程度が必要なところ、本年６

月27日開催予定の当社定時株主総会における決議（及び本優先株式の効力発生）をもって増加を予定している発行可能

株式総数は141億株であり、実際に当該取得請求を行うためには、再度株主総会を開催のうえ、発行可能株式総数の増加を

行う必要があります。なお、発行可能株式総数141億株を前提とした場合の希釈化率は、784.13％となります。これに加え

て、Ａ種優先株式の割当後、割当予定先の総議決権数に対する所有議決権割合は50.11％となり、割当予定先は新たに支配

株主に該当することとなります。

　したがいまして、本優先株式発行における第三者割当は、大規模な第三者割当に該当するものであります。
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(5）第三者割当後の大株主の状況

①　普通株式

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合
（％）

割当後の所
有株式数
（千株）

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合（％）

東京都
東京都新宿区西新宿２丁
目８番１号

42,676 2.68 42,676 1.34

東京電力従業員持株会
東京都千代田区内幸町１
丁目１番３号

38,398 2.41 38,398 1.20

株式会社三井住友銀行
東京都千代田区丸の内１
丁目１番２号

35,927 2.26 35,927 1.13

第一生命保険株式会社
東京都千代田区有楽町１
丁目13番１号

35,600 2.23 35,600 1.11

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１
丁目６番６号

35,200 2.21 35,200 1.10

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目
11番３号

29,802 1.87 29,802 0.93

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目
８番11号

27,770 1.74 27,770 0.87

株式会社みずほコーポレート銀行
東京都千代田区丸の内１
丁目３番３号

23,791 1.49 23,791 0.75

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT -
TREATY CLIENTS
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店）

338 PITT STREET SYDNEY
NSW 2000 AUSTRALIA
（東京都中央区日本橋３
丁目11番１号）

17,935 1.13 17,935 0.56

ステート　ストリートバンク　ウェ
スト　クライアント　トリーティー
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

1776 HERITAGE DRIVE,
NORTH QUINCY,MA 02171,
U.S.A.
（東京都中央区月島４丁
目16番13号）

12,458 0.78 12,458 0.39

計 － 299,56118.80299,561 9.38

　（注）　平成24年３月31日現在の株主名簿を基準としております。
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②　Ａ種優先株式

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合
（％）

割当後の所
有株式数
（千株）

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合（％）

原子力損害賠償支援機構
東京都港区虎ノ門２丁目
２番５号

－ － 1,600,00050.11

 

③　Ｂ種優先株式

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合
（％）

割当後の所
有株式数
（千株）

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合（％）

原子力損害賠償支援機構
東京都港区虎ノ門２丁目
２番５号

－ － 340,000 －

 

④　本優先株式発行後、Ｂ種優先株式の全てがＡ種優先株式に転換された場合における議決権の状況（見込み）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合
（％）

割当後の所
有株式数
（千株）

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合（％）

原子力損害賠償支援機構
東京都港区虎ノ門２丁目
２番５号

－ － 5,000,00075.84
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⑤　本優先株式発行後、本優先株式の全てが普通株式に転換された場合における議決権の状況（見込み）

（ア）発行可能株式総数141億株をもとに想定した場合

　平成24年６月27日開催予定の当社定時株主総会において当社が上程する予定の議案について全て承認頂き、本優先

株式が全て発行された場合には、当社の発行可能株式総数は141億株となる予定であり、（発行可能株式総数が別途の

定款変更によって増加しない限りは）当社の発行できる普通株式の総数は、141億株を超えることはできません。その

ため、本優先株式の株主である機構が、本優先株式の全てを普通株式に転換した場合の所有株式が12,492,982千株

（14,100,000千株－1,607,017千株（平成24年３月31日現在の発行済普通株式数））となることを前提とした議決権

の状況は以下のとおりとなります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合
（％）

割当後の所
有株式数
（千株）

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合（％）

原子力損害賠償支援機構
東京都港区虎ノ門２丁目
２番５号

－ － 12,492,98288.69

東京都
東京都新宿区西新宿２丁
目８番１号

42,676 2.68 42,676 0.30

東京電力従業員持株会
東京都千代田区内幸町１
丁目１番３号

38,398 2.41 38,398 0.27

株式会社三井住友銀行
東京都千代田区丸の内１
丁目１番２号

35,927 2.26 35,927 0.26

第一生命保険株式会社
東京都千代田区有楽町１
丁目13番１号

35,600 2.23 35,600 0.25

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１
丁目６番６号

35,200 2.21 35,200 0.25

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目
11番３号

29,802 1.87 29,802 0.21

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目
８番11号

27,770 1.74 27,770 0.20

株式会社みずほコーポレート銀行
東京都千代田区丸の内１
丁目３番３号

23,791 1.49 23,791 0.17

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT -
TREATY CLIENTS
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店）

338 PITT STREET SYDNEY
NSW 2000 AUSTRALIA
（東京都中央区日本橋３
丁目11番１号）

17,935 1.13 17,935 0.13

計 － 287,10318.0212,780,08590.73

　（注）　平成24年３月31日現在の株主名簿を基準としております。
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（イ）普通株式が理論上最大に希釈化した場合

　下限取得価額である30円で本優先株式の全てが普通株式に転換され、普通株式が理論上最大に希釈化した場合の議

決権の状況は以下のとおりとなります。なお、本優先株式の株主である機構の所有株式数が33,333,333千株となる前

提で記載しておりますが、この場合、別途の定款変更によって、発行可能株式総数を増加させる必要があります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合
（％）

割当後の所
有株式数
（千株）

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合（％）

原子力損害賠償支援機構
東京都港区虎ノ門２丁目
２番５号

－ － 33,333,33395.44

東京都
東京都新宿区西新宿２丁
目８番１号

42,676 2.68 42,676 0.12

東京電力従業員持株会
東京都千代田区内幸町１
丁目１番３号

38,398 2.41 38,398 0.11

株式会社三井住友銀行
東京都千代田区丸の内１
丁目１番２号

35,927 2.26 35,927 0.10

第一生命保険株式会社
東京都千代田区有楽町１
丁目13番１号

35,600 2.23 35,600 0.10

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１
丁目６番６号

35,200 2.21 35,200 0.10

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目
11番３号

29,802 1.87 29,802 0.09

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目
８番11号

27,770 1.74 27,770 0.08

株式会社みずほコーポレート銀行
東京都千代田区丸の内１
丁目３番３号

23,791 1.49 23,791 0.07

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT -
TREATY CLIENTS
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店）

338 PITT STREET SYDNEY
NSW 2000 AUSTRALIA
（東京都中央区日本橋３
丁目11番１号）

17,935 1.13 17,935 0.05

計 － 287,10318.0233,620,43696.26

　（注）　平成24年３月31日現在の株主名簿を基準としております。
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(6）大規模な第三者割当の必要性

ａ．大規模な第三者割当を行うこととした理由及び大規模な第三者割当による既存の株主への影響についての取締役会

の判断の内容

　上記12．(1)に記載のとおり、総合特別事業計画に基づき、機構に対して本優先株式を発行するものでありますが、これ

により、上記15．(4)に記載のとおり、既存株式に大幅な希釈化が生じることに加え、割当予定先は新たに支配株主に該

当することとなります。

　本優先株式発行に伴い、株主の皆さまには多大なご負担をお願いすることになりますが、①当社事業の継続性を確実な

ものとし、「賠償・廃止措置・安定供給」を同時に達成していくためには、本優先株式発行による財務基盤の強化と資

金確保が必要不可欠であること、②今回発行を予定している優先株式は払込金額の総額が１兆円と多額であり、その緊

急性にも鑑みると、引受先は機構以外に見込めないこと、③国の認可を受けて設立された機構が株式を保有することに

より、当社の信用力向上などの効果が期待できること、④機構は、当社の集中的な経営改革に一定の目途がつくか、又は

公募債市場において自律的に資金調達を実施していると機構が判断した段階で、Ａ種優先株式の一部をＢ種優先株式に

転換すること等の措置を講じることにより、保有議決権（潜在株式に係る議決権を含まないベースで算定されます。）

を２分の１未満に低減させるとしていることなどから、当社といたしましては、機構に対し本優先株式を発行すること

が最善の策であると判断いたしました。

ｂ．大規模な第三者割当を行うことについての判断の過程

　本優先株式発行は、株主の意思確認手続として平成24年６月27日開催予定の当社定時株主総会において第三者割当増

資による本優先株式発行の必要性及び相当性について、特別決議により株主の皆さまのご判断を頂くこととなります。

ｃ．総合特別事業計画の概要

ⅰ）総合特別事業計画策定にあたっての基本的考え方

　今回の福島第一原子力発電所事故は、被害者の方々への賠償や原子炉の廃止措置、安定的かつ効率的な電力供給の確

保など、「世代にまたがる国家的難題」ともいうべき諸課題を引き起こす結果となりました。当社は、こうした課題に

同時複合的に直面しているとの基本認識を持ち、被害者の方々への賠償責任及び事故プラントの廃止措置の責任を負

う主体として、かつ法律上の供給義務を負う安定供給の直接の担い手として、あらゆる手段を総動員し、責任に正面か

ら向き合い、「賠償・廃止措置・安定供給」の同時達成に取り組んでまいります。

ⅱ）当社の事業運営の基本的方針

　当社は、「新しい東電」の方向性の三つの柱である「責任を全うする」「開かれた東京電力へ」「お客さま・社会

と共にエネルギーサービスを変革する」を基本として、以下の取り組みを進めてまいります。

・まず、親身・親切な賠償、着実な廃止措置の実施、電気料金の抑制、電力の安定供給と設備の安全確保に係る責任

をしっかりと果たしていきます。その中で、経営合理化を徹底して実行します。

・そして、被害に遭われた方々やお客さま、広く社会の皆さまに対する、迅速・積極的でわかりやすい情報発信と、

皆さまの声に耳を傾ける経営、ガバナンス・組織改革、取引の公平性・透明性を確保する調達改革に取り組んでま

いります。同時に、これらの改革の基礎となる社内の意識改革を成し遂げます。

・その上で、お客さまの立場に立って多様なニーズにお応えしていくとともに、競争と連携により軸足をおいた事

業モデルへ転換し、エネルギーサービスを変革してまいります。

ⅲ）経営の合理化のための方策

　当社は、総合特別事業計画に基づき、コスト削減の徹底や資産売却等の経営合理化を進めてまいります。具体的には、

すぐに着手できる項目について網羅的に実行する「経常的な合理化」（第Ⅰフェーズ）、抜本的な調達構造改革や人

事制度の運用の中身にまで踏み込んだ上で取り組む「構造的な合理化」（第Ⅱフェーズ）、さらには事業戦略そのも

のを変更し、会社の枠を超えた連携等を進める「戦略的な合理化」（第Ⅲフェーズ）という３つの段階に分けて、以

下の①～③の事項に取り組みます。

①　コスト削減の徹底

　全ての費用を対象に、コスト削減策を整理し、第Ⅰフェーズにおける経常的費用の網羅的な削減に加え、投資計画

の見直しや構造面での変革まで踏み込んだ合理化を行うことにより、緊急特別事業計画の策定時点から、平成33年

度までの10年間で、追加的に6,565億円のコスト削減を盛り込み、「10年間で３兆3,650億円を超えるコスト削減」

を行います。
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②　設備投資計画の見直し

　供給設備、流通（系統）設備に関する設備投資計画については、安定供給の確保を大前提としつつも、中長期にわ

たる徹底的な経営合理化の観点から見直しを行ってまいります。まず、ピーク需要抑制策により、平成32年度夏期の

断面で緊急特別事業計画の策定時点と比較して、約327万ｋＷの供給設備の設備投資削減を実現いたします。また、

供給設備については、多額の設備投資負担を抑える観点から、現在既に投資を始めている電源を除き、全ての火力電

源開発（新設・リプレース）に当たって入札を行うこととし、これにより平成33年度までの10年間で7,972億円の

設備投資の削減を行います。さらに、流通設備については、将来の需要や電源構成等を考慮した潮流状況等を踏ま

え、結果的に不要となる投資の削減や設備仕様の見直し等を通じて、平成33年度までの10年間で1,213億円の設備投

資の削減を行います。

③　資産売却

　資産売却については、「改革推進のアクションプラン」を最大限加速し、スケジュールを大幅に前倒ししてまいり

ます。また、子会社・関連会社のうち、緊急特別事業計画時点で「売却」ではなく「継続保有」と整理された会社に

ついても、コスト削減のためのアクションプランを策定し、グループ一丸となって徹底的な経営合理化に取り組ん

でまいります。

ⅳ）事業改革

　事業分野ごとに、ＩＰＰ事業者等、外部事業者との連携等を大胆に進めるとともに、多様化する需要家のニーズに対

して様々な選択肢を提供することを通じて、「エネルギーサービス改革」を実現してまいります。具体的には、以下の

①～③の事項に取り組みます。

①　他の事業者との連携等を通じた燃料調達の安定・低廉化、火力電源の高効率化

（ア）火力電源の高効率化

　古い設備のリプレースを積極的に進め、高効率化を図っていくにあたり、既に投資を開始しているものを除き、

全ての火力電源の新規開発・リプレースに当たっては入札を行います。さらに、自社資産を他の事業者に売却又

は貸与し、代替的にリプレースを進めて頂くなど、自らの設備投資負担を極力抑制しつつ、その保有資産を有効に

活用してまいります。

（イ）燃料調達の安定化・低廉化に向けた戦略的な事業展開

　燃料受入オペレーションを効率化することにより、相対的にコストの低いＬＮＧ火力の利用率を高めます。ま

た、ガス会社や石油会社等と、タンクやバース、パイプライン等の施設のより効率的な運用や設備の増設を進める

など、燃料関連施設の外部パートナー事業者との共同建設・運用を強化してまいります。さらに、非在来型を含む

調達源や価格決定方式等の多様性の充実を図るとともに、燃料調達における連携・集約化等に自ら貢献していく

ことを目指し、他エネルギー関連企業や政府に対し主体的に働きかけてまいります。また、資金制約を勘案しつ

つ、燃料サプライチェーンの上流部門への関与を深め、上流への共同投資プロジェクトへの参画も行ってまいり

ます。

（ウ）新興国等における設備運営ノウハウの活用

　新鋭ＬＮＧ火力発電所等の設備運営ノウハウを活かし、海外新興国市場でのＩＰＰ事業等に対して、技術的知見

をコンサルティングに活かす形で参画いたします。これにより、世界全体の需給緩和に貢献するとともに、収益拡

大も実現してまいります。

②　送配電部門の中立化・透明化

（ア）情報開示の徹底と公平性の向上

　他の事業者の供給能力や電源開発、お客さまの節電能力を活かし、需給調整に係る燃料費負担や将来の設備投資

負担の軽減を目指し、需給や系統運用・系統裕度、当社のネットワークの増強コスト等に係る情報を積極的に開

示してまいります。

（イ）スマートメーターの国内外からのオープンな調達・導入拡大

　スマートメーターの調達にあたっては、国際入札や社外からの意見募集といった抜本的調達改革を行います。そ

の上で、平成30年度までに約1,700万台のスマートメーターを家庭等に集中導入（遅くとも平成35年度までに全

戸を対象に2,700万台の配備を実現）し、世界最先端のスマート社会の実現を目指します。
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③　小売部門における新たな事業展開

（ア）節電インセンティブの引き出しによるピーク需要の抑制

　料金メニューの多様化、外部のパートナー事業者との連携によるエネルギー・マネジメント・ビジネスの展開

等を通じ、お客さまの節電インセンティブを引き出すとともに、料金のご負担を軽減いたします。

（イ）お客さまのニーズに即した新しいサービスやビジネスの展開

　大口（契約電力500ｋＷ以上）のお客さまを対象に、従来は十分に対応できていなかったニーズを掘り起し、他

事業者との連携による相乗効果を発揮しながら、新しい形態のエネルギーサービスを検討・展開してまいりま

す。具体的には、自然エネルギーなど多様なエネルギー源と組み合わせた電力の提供を行うなど、お客さまごとの

ニーズに密着した満足度の高いサービスを展開し、収益の拡大を目指してまいります。また、大口のお客さま以外

に対しても、例えば自然エネルギー由来の電気の利用を希望するお客さまに、将来的にグリーン料金を準備する

など、お客さま本位の選択が可能となるようなメニューを提供してまいります。

（ウ）スマートメーターを活用した家庭等を対象とする新たなサービスの展開

　家庭部門へのスマートメーター本格導入に伴い、家庭でのピーク時の節電インセンティブを生み出す料金メ

ニューを設定することで、お客さまの料金負担を軽減するとともに、設備投資・燃料費の抑制につなげてまいり

ます。さらには、外部のパートナー事業者等との連携により、ＨＥＭＳ（Home Energy Management System）との

連携による家電の最適制御等、新たなサービスを展開いたします。

ⅴ）意識改革

　意識改革を実行するために、以下の３つの改革に取り組んでまいります。

①　ガバナンス改革：委員会設置会社への移行

　本年６月の当社定時株主総会での承認（定款変更）をもって、経営機構を委員会設置会社に変更し、社外出身者中

心の取締役会が重要な経営戦略の策定と業務執行の監督を行い、社内出身者中心の執行役・執行役員が業務執行を

行う経営体制とする方針です。また、取締役の人数は現行の人数から大幅にスリム化を行うこととしております。さ

らには、取締役会長・社長直轄のスタッフ部門の創設や、取締役会長による監督機能強化を行うことで、取締役会長

・社長が強いリーダーシップを発揮できる体制を整えます。

②　組織改革：カンパニー制の導入

　各部門のミッションと収益・コスト構造の明確化、外部への透明性向上等を図るため、カンパニー制を導入いたし

ます。平成24年度の早期に「カンパニー移行プラン」を策定し、火力・燃料部門は平成24年度下半期に、小売部門、

送配電部門は平成25年４月を目途にカンパニーに移行いたします。また、中期的には、取り組みの進捗状況と、今後

の電力システム改革の動向を踏まえつつ、グループ内分社化や持株会社制への移行等についても検討してまいりま

す。

③　人事制度改革：新人事処遇制度への移行等

　「新しい東電」の姿にふさわしい新たな人事処遇制度を平成25年度上半期から導入する予定です。具体的には、人

件費総額を抑制しながらも、新たな期待役割の設定、外部アセスメントの導入、業績の処遇への反映拡大、チーム

リーダーの職位化等により年功的要素を縮小し、実力主義を徹底いたします。また、各カンパニーを含む全ての部門

を対象とした部門間人事異動のルール化・積極化により、行き過ぎた縦割りを防止するとともに、部門間連携の強

化と視野の拡大により改革を促進してまいります。

ⅵ）財務基盤の強化

①　金融機関への協力の要請の内容

　当社は、原子力事故の発生（平成23年３月11日）前の水準の財務基盤への回帰を目指すとともに、原子力損害の賠

償の履行に充てるための資金及び電力の安定供給に必要な資金を確保するため、当社への貸付債権を有する取引金

融機関（平成23年３月11日時点で存在した貸付債権に係る債権者たる金融機関をいいます。以下同じ。）に対し、総

合特別事業計画における協力要請として、以下の事項を実行することを要請してまいります。

（ア）公募債市場への復帰等自律的な資金調達力が回復するまで（但し、総合特別事業計画では平成27年３月末日ま

で）の間、全ての取引金融機関が、機構及び当社との協議の結果に従い、借換え等により与信を維持。

（イ）主要取引金融機関が、機構及び当社との協議の結果に従い、速やかに、新規融資等の実行・短期の融資枠（コ

ミットメントライン等）の設定等により、下記(ウ)記載の金融機関による弁済額相当額の資金供与分（いわゆる

「復元」）を含めて約１兆円の追加与信（いわゆる「ニューマネー」の供与）を実行。

（ウ）平成23年３月11日から同年９月末日までの間に弁済を受けた取引金融機関が、機構及び当社との協議の結果に

従い、機構の出資にあわせて、弁済額と同額の資金を供与。

②　機構の出資による財務状態の抜本改善

　総合特別事業計画に基づき賠償、廃止措置に万全を期して取り組むとともに、電力の安定供給の持続性を確保すべ

く、公募債市場への復帰等自律的な資金調達力の早期回復の実現に向けて財務基盤を強化することを目的として、

機構は、当社定時株主総会において発行可能株式総数の増加等の必要な議案が承認可決されること等を条件に、第
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三者割当増資（払込金額総額１兆円）によって当社株式を引き受けます。株式の引受けに際して、機構は当社の集

中的な経営改革による収益構造の改善を確実なものとし、「賠償・廃止措置・安定供給」という３つの課題の整合

的な解決を担保するため、出資時において、議決権付種類株式により総議決権の２分の１超の議決権を取得すると

ともに、追加的に議決権を取得できる転換権付無議決権種類株式を引き受けることにより、潜在的には総議決権の

３分の２超の議決権を保有することになります。機構は、当社の集中的な経営改革に一定の目途がつくか、当社が公

募債市場において自律的に資金調達を実施していると機構が判断した段階で、議決権付種類株式の一部を転換権付

無議決権種類株式に転換すること等により、機構が保有する当社の議決権割合を２分の１未満に低減させ、その後、

当社の経営改革に悪影響を与えない範囲で、適切な時期に当社による機構所有株式の取得や普通株式への転換によ

る株式市場への売却等によって、早期の出資金回収を目指すこととしております。

③　株主への協力要請の内容

　機構による出資は、「賠償・廃止措置・安定供給」の着実な実施のために不可避の措置であります。本優先株式発

行により、既存の株主の皆さまが保有する普通株式は希釈化されることとなりますが、当社は機構による出資と議

決権確保の必要性について株主の皆さまの理解促進に努めるとともに、株主の皆さまには本年６月の当社定時株主

総会において発行可能株式総数の増加や種類株式の発行に係る定款の変更等、機構による出資に必要となる議案に

賛成を頂けるよう、努めてまいります。

　また、今回の事故発生後の厳しい財務状況等に鑑み、平成23年３月期期末配当及び平成24年３月期中間配当につい

ては実施しておりませんが、今後においても、国民負担の最小化の観点から、当面の間の無配の継続について、株主

の皆さまにご理解頂けるようお願いしてまいります。

④　需給と収支の見通し

（ア）需給の見通し

　平成24年度夏期につきましては、柏崎刈羽原子力発電所６号機が本年３月26日から定期検査入りしたことから

当社の原子力発電所は全基停止となりますが、緊急電源の設置等の追加供給力確保に加え、需給調整契約の拡大

・整備等の需要抑制方策の活用により、適正な供給予備力を確保してまいります。また、平成25年度以降について

も、新規電源の運転開始や、緊急設置電源のコンバインドサイクル化等により、電力需給のバランスを確保してま

いります。

（イ）料金改定

　東北地方太平洋沖地震発生以降、当社では原子力発電の減少に伴う火力電源への依存度の高まりによって燃料

費が大幅に増加していることに加え、安定供給確保のための緊急電源の設置等によって、費用が構造的に増加し

ております。当社は、総合特別事業計画に基づいた徹底的な経営合理化を実施し、費用を可能な限り削減してまい

りますが、燃料費等の費用増分を賄うことは極めて困難な状況にあります。

　現行の料金水準のままでは、今後も営業損失の発生を避けることはできず、財務基盤の弱体化が一層進むことに

より、円滑な賠償や着実な廃止措置、電力の安定供給が不可能となるおそれがあることから、こうした事態を回避

するため、当社はお客さまに電気料金の引き上げをお願いせざるを得ない状況にあると認識しております。当社

は、電気料金の引き上げが、お客さまの生活や産業活動に多大なる負担を伴うことを厳しく認識し、「徹底した情

報の開示と分かりやすい御説明」「少しでも御負担を軽減できるような料金メニューの提示」「経営合理化の

徹底」を大原則として、お客さまのご理解を頂けるよう努めてまいります。

　以上を前提に、総合特別事業計画の認定後速やかに、電気事業法第19条第１項の規定に基づき、必要最低限の料

金改定を経済産業大臣に申請することを予定しております（※）。

（※）平成24年５月11日に料金改定を申請いたしました。

（ウ）収支の姿

　平成23年度は、燃料費の大幅な増加等により、営業損益の段階から大幅な赤字となる見込みですが（※）、平成

24年度以降は、料金改定等による収入増や、平成25年度以降に柏崎刈羽原子力発電所が順次再稼働することによ

る費用減を仮定したこと等に伴い、平成24年度は2,647億円の営業損失となるものの、平成25年度、26年度はそれ

ぞれ1,715億円、3,478億円の営業利益を計上する見込みとなっております。

（※）平成23年度通期業績は3,191億円の営業損失となりました（平成24年５月14日公表）。

ⅶ）経営責任の明確化のための方策

　当社では、原子力事故に係る経営責任明確化方策の一環として、平成23年６月に当時の社長、原子力担当副社長が退

任し、役員報酬の返上、減額等を実施してまいりました。

　今般、機構に対して、賠償資金に加え、株式引受けによる多額の資金援助を申込み、取引金融機関や株主の皆さまに対

しても相当なご協力要請を行うこと、並びに総合特別事業計画を実行に移すことにより、「新しい東電」の確立に向

けた新しい体制が整うことに鑑み、以下のとおり、一層の経営責任の明確化を図ることといたします。

・本年６月の定時株主総会で、取締役及び監査役の全員が退任し、一部を除き不再任

・役員退職慰労金（打ち切り支給分）の受取辞退（退職後未支給の者を含む）
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・本年６月の定時株主総会までの間、現在の取締役及び執行役員の報酬減額措置を継続（監査役についても、取締

役に準じた減額を継続）

・顧問制度の廃止（本年３月末実施済）

ⅷ）総合特別事業計画の確実な履行の確保

　当社は本年６月の当社定時株主総会後の新体制においては、総合特別事業計画に基づく経営改革を推進し、機構はそ

れをバックアップしつつ、その進捗をモニタリングする体制を基本といたします。総合特別事業計画の履行を確保す

るため、機構は、当社に取締役・執行役等を派遣することにより、取締役会等の意思決定への参画、取締役会長・社長

の改革推進の補佐、経営合理化のモニタリング等の取り組みを行います。

ⅸ）資金援助の内容

　機構は、当社による賠償金の速やかな支払を確保するため、要賠償額２兆5,462億円から賠償措置額として既に受領

している1,200億円を控除した２兆4,262億円を、損害賠償の履行に充てるための資金として交付することとしており

ます。

　また、総合特別事業計画に基づき賠償、廃止措置に万全を期して取り組むとともに、電力の安定供給の持続性を確保

すべく、公募債市場への復帰等自律的な資金調達力の早期回復の実現に向けて財務基盤を強化することを目的とし

て、機構は、当社定時株主総会において発行可能株式総数の増加等の必要な議案が承認可決されること等を条件に、第

三者割当増資（払込金額総額１兆円）によって当社株式を引き受けることとしています。

　なお、その際、当該株式引受け、取引金融機関による新規与信、料金改定は、「賠償・廃止措置・安定供給」を実現す

るために一体不可分であるとの考え方に十分留意するものとされています。

 

(7）株式併合等の予定の有無及び内容

　本優先株式のいずれも、該当事項はありません。

 

(8）その他参考になる事項

　本優先株式のいずれも、該当事項はありません。
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16．その他の事項

(1）提出日現在の資本金の額及び発行済株式総数

資本金の額　　　900,975百万円

発行済株式総数　普通株式　1,607,017,531株

 

(2）本優先株式発行は、平成24年６月27日開催予定の当社定時株主総会において、本優先株式に関する関係規定の新設等を

含む定款変更、本優先株式発行の決定の取締役会への委任、及び機構が指名する取締役候補の選任の各議案について、当該

定時株主総会における承認決議が得られること、本優先株式発行のために必要なその他の手続が完了し、かかる手続がい

ずれも取り消されていないこと、取引金融機関との融資関連契約が締結されていること、また、当社による特別事業計画の

履行に悪影響を及ぼす事象が存在しないこと（機構の本優先株式の引受けの判断に支障を及ぼさない軽微な事象を除き

ます。）等を条件としております。
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